
(単位：円)

（資産の部）

科   目

流 動 負 債流 動 資 産

(  2020年 3月31日  現在 　)

科   目 金    額

685,468,168

純 資 産 合 計

負債・純資産合計

546,796,000

繰越利益剰余金

金    額

（負債の部）

未 払 費 用

11,795,662

8,271,395

株 主 資 本

前 払 費 用

貸 借 対 照 表

4,127,700

47,233,720

器 具 備 品 33,026

1,321,973

損 保 預 り 金

3,145,113

3,836,530

未 払 消 費 税 等

428,465

3,334,500

未 払 税 金

37,718,755

17,690,125

681,439,130

524,481貯 蔵 品

未 収 入 金

640,048,361

未 払 法 人 税 等

現 金 及 び 預 金 未 払 金

繰 延 税 金 資 産

賞 与 引 当 金

預 り 金

3,836,530

建 物 附 属 設 備

資産合計 685,468,168

51,970,054

637,874,448

1,608,394

7,500,000利 益 準 備 金

創立30周年記念積立金

別 途 積 立 金

立 替 金 2,420

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

637,874,448

負 債 合 計

192,508

（純資産の部）

263,900

投 資 そ の 他 の 資産

47,593,720

その他利益剰余金 600,374,448

30,000,000

利 益 剰 余 金 607,874,448

資 本 金

固 定 負 債 360,000

退 職 給 付 引 当 金 360,000

4,029,038

159,482



(単位 ： 円)

損益計算書

（　自　2019年　4月　1日　　至　2020年　3月　31日　）

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

165,293,296

139,584,540物 件 費

手 数 料 収 入

46,952,515

営 業 利 益

当 期 純 利 益

営 業 外 収 益

△ 595,137

25,708,756

法 人 税 等 調 整 額

法人税・住民税及び事業税

科　　　　　　　　　目

人 件 費 92,632,025

金　　　　　　　　額

30,262

税 引 前 当 期 純 利 益

7,939,494

経 常 利 益 25,750,812

25,750,812

17,811,318

受 取 利 息

雑 収 入 11,794 42,056

8,534,631



主として最終仕入原価法による原価法(収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法)によっております。

1998年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年4月1日以降に取得した建物附属

設備及び構築物につきましては、定額法によっております。

その他は、定率法によっております。

社員に対する支払いに備えるため、翌期における支給見込額のうち当期負担額を計上しております。

退職給付に関する注記に記載しています。

消費税及び地方消費税の会計処理

税抜方式によっております。

(1) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務は、次のとおりであります。
　 親法人に対する債務

(2) 有形固定資産の減価償却累計額

(3) 引当金の計上基準

個　別　注　記　表

1  重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) たな卸資産の評価基準及び評価方法
貯 蔵 品

(2) 固定資産の減価償却の方法

無 形 固 定 資 産

賞 与 引 当 金

(4) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

2  貸借対照表に関する注記

退 職 給 付 引 当 金

未 払 金 8,570,583円

建 物 附 属 設 備 278,454円

計 1,138,708円

器 具 備 品 860,254円

有 形 固 定 資 産

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウェアは、見込利用可能期間(5年)による定額法を採用しております。



関係会社との取引高
親法人との取引高

(1)採用する退職給付制度

　 　

(2)簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

退職給付引当金の期首残高 円

退職給付費用 円

退職給付の支払額 円

退職給付引当金の期末残高 円

(3)退職給付に関連する損益

簡便法で計算した退職給付費用 円
年金基金掛金 円
出向受入社員退職給付費用 円
共同管理部社員退職給付費用 円

円

(4)企業年金基金制度について

　 ①制度全体の積立状況に関する事項

年金時価資産額（2020年3月末日） 円

数理債務の額（2019年3月末日） 円

差引額 円

　 ②制度全体に占める当組合の掛金割合（2020年3月末日）・・・0.00472％

　 ③補足説明

　

数理債務の額は2019年3月末日時点、年金時価資産額は2020年3月末日時点で表示しているため1年のずれが
あります。この時点で7,901,705,500円の差し引き額となっていますが、数理債務の額は1年追加されるた
め、差し引き額は減少します。なお、2019年3月末時点の繰越剰余金は、7,691,491,586円で過去勤務債務
残高はありません。

2,958,879                

この他に、職員については日生協企業年金基金に加入していますが、複数の事業主により設立された企業年
金である総合設立型基金のため退職給付債務等は計上していません。なお、要拠出額を退職給付費用として
処理している複数事業主制度に関する事項は次のとおりです。

41,627,888,500           

33,726,183,000           

7,901,705,500            

-                        

360,000                  

180,000                  
135,904                  

1,850,000                
792,975                  

 職員の退職により支給する退職給付にあてるため退職一時金制度（非積立型）を採用しています。
 退職一時金制度では、退職給付として、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しています。

180,000                  

180,000                  

3  損益計算書に関する注記

営 業 取 引 68,082,242円

4  退職給付に関する注記



当会計期間の末日における発行済株式の数

普通株式

当会計期間中に行った剰余金の配当に関する事項

配当金の総額

配当の原資

1株当たり配当額

基準日

効力発生日

当会計期間後に行う剰余金の配当に関する事項

配当金の総額

配当の原資

1株当たり配当額

基準日

効力発生日

繰延税金資産

賞与引当金

未払事業税

未払費用

その他

繰延税金資産合計

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の重要な差異の原因と

法定実効税率

(調整）

その他

税効果会計適用後の法人税等の負担率

(1) 金融商品の状況に関する事項
①　金融商品に対する取組方針

当社は、設備投資計画に照らして、必要な資金を調達しております。一時的な余裕資金は安全性の高い金融資産で

運用しております。

7  金融商品に関する注記

△3.73％

30.83％

住民税均等割 0.69％

447,752円

218,718円

3,836,530円

なった主要な項目別の内訳
33.87％

2020年3月31日

2020年6月30日

6  税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産の発生の主な原因の内訳

2,801,521円

368,539円

2019年3月31日

2019年6月28日

2020年6月5日開催の定時株主総会において、次の議案を付議いたします。

1,150,000円

利益剰余金

2,500円

5  株主資本等変動計算書に関する注記

460株

2019年6月7日開催の定時株主総会において、次のとおり決議致しました。

1,150,000円

利益剰余金

2,500円



②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

事業債権である未収入金は、金額の大半が取引先である保険会社に対するものであります。事業債務である未払金、

損保預り金は、そのほとんどが2ヶ月以内の支払期日となっております。

③  金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価格が含まれて

おります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
2020年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるもの、及び重要性の乏しいものについては、次表

には含まれておりません。

　（注）金融商品の時価の算定方法に関する事項

1.現金及び預金、2.未収入金、3.未払金、4.損保預り金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価格によっております。

 当社は、本社オフィスの不動産賃借契約に基づき、オフィスの退去時における原状回復に係る債務を有しておりますが、

当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、将来本社を移転する予定もないことから、資産除去債務を合理的

に見積ることができません。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を計上しておりません。

保険の販売

共同管理監査費等

社員の出向受入

　（取引条件及び取引条件の決定方針等）

　（注1）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して決定しております。

　（注2）取引金額には消費税を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

貸借対照表計上額

(単位 ：円)

11,795,662

差額

-

-

-

時　　価

1. 現金及び預金

17,690,125

640,048,361 640,048,361

4. 損保預り金

2. 未収入金 37,718,755

11,795,662

37,718,755

3. 未払金

（注1） （注2）
属性

議決権の所有

協 同 組 合 直接60％

(単位 ：円)
取引金額

親法人

56,080

40,692,582

との関係

社員の受入

共 済 生 活

期末残高会 社 等 の 名 称

未払金 8,570,583

関連当事者 取引の内容

パ ル シ ス テ ム 被所有

17,690,125

(被所有)割合
科目

9  関連当事者との取引に関する注記

当社商品の販売

8  資産除去債務に関する注記

-

当社業務の受委託 27,333,580

連 合 会 役員の兼任

1株当たり当期純利益 38,720円25銭

10  1株当たり情報に関する注記

1株当たり純資産額 1,386,683円58銭
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